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多文化主義政策　19, 129, 144, 148, 150, 
152, 163

多文化主義政治　128-130, 144, 148, 150, 
153, 159, 160, 162

単記非移譲式投票制　203
短距離弾道ミサイル　259, 287
地盤割　220, 221
地方派閥／地方派系　10-12, 14, 17, 23, 
37, 54, 59, 64-74, 76, 79, 81, 84-87, 
101, 116, 218, 219, 222, 228

中華台北　304, 306, 312-314, 321-323, 327
中華民国憲法　6-9, 126, 234
中華民国全国工業総会／工総　178
中華民国ナショナリズム　105, 111, 113, 
118, 119

中国脅威論　231, 242, 258, 272, 284
中国共産党→共産党
中国共産党第17回全国代表大会　232, 

249
中国大使館誤爆事件　268
中選挙区制　49, 66, 72, 83, 87, 133, 201, 
203, 211, 212, 216-218, 222, 224, 225, 
227

中台関係　5, 21, 29, 33, 42, 43, 45, 101, 
106-108, 116, 135, 142, 233, 234, 260, 
278, 285, 295

超党派小グループ　234
樁脚［台湾語］　66, 68, 73, 74
ディーゼル潜水艦　274, 286-288, 291
党員投票制度　96-99, 101, 115
党営事業　67, 70, 71, 80, 81, 84, 86, 99, 
109, 110

党外　11, 66, 90
統合論　232, 234, 315
党資産　38, 70, 71, 80-82, 88, 99, 101, 106, 

108-110
党内民主化　96, 98, 99, 116, 117
党派的政治力　79, 80, 84
倒扁運動　46-48, 143
特別費　102, 104, 116
独立関税領域　304, 310, 311
　台湾，澎湖，金門，馬祖独立関税領域
304, 313, 314

独立派／台湾独立派　29, 39-41, 43-48, 
58, 138, 234, 238, 239, 248, 261, 279, 
282, 289, 323

土地キャピタルゲイン税　170-172, 184- 
186, 196

土着の言語　125, 163
ドント式比例代表制　212-215, 227

【な行】

内需型ビジネスグループ　64-67, 69, 70, 
74, 81, 84, 85

七二年体制　21, 24
二国論　15, 16, 131, 164, 233, 236, 237, 
258, 268, 277, 278, 291

228事件　126, 156
入国管理　157, 158, 160
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【は行】

排黒条項　102-104
配票→票割
客家委員会／行政院客家委員会　35 , 
125, 126, 150-153

客家運動　144, 149, 160
客家政策　19
客家政策白書　150
客家桐花祭　126, 152
パトリオット PAC-2 Plus　287
パトリオット PAC-3　286-288
パプアニューギニア　53
反国家分裂法　106, 232, 237, 242, 244- 
246, 249, 253, 260, 263, 283, 284, 290, 
294

半大統領制　12, 14, 42, 60, 79, 87
　台湾式―　11, 14, 17, 58
叛乱鎮定動員時期臨時条項　6
一つの中国　7, 8, 24, 106, 107, 114, 119, 
132, 142, 233, 234, 236, 237, 240-242, 
245, 251, 252, 256, 260, 271, 284, 285, 
290, 296, 316

票割／配票　213, 214, 216, 217, 220, 222, 
223

賦税改革委員会／賦改会　184, 187-189, 
192, 193, 196, 197

2つの銃弾　140-142, 153, 160
文化建設委員会／行政院文化建設委員会
　151, 153, 154

分割政府　64, 68-71, 80, 84, 85, 87
米中軍用機衝突事件　270
米中台関係　267, 268
平和統一／平和統一政策　238, 240-244, 
250, 251, 255, 263. 268

法統　7, 126, 226
法理台独　5, 21
北藍南緑　209, 212, 225
香港　187, 194, 236-238, 252, 306, 309, 312, 

313, 315, 316, 328
　―モデル　272

本省人　65, 66, 100-102, 104, 135, 264

【ま行】

マカオ・モデル　235, 236, 246
万年国会　4, 201, 226
三つの共同　250
3つの認知， 4つの提案　234
民主内戦　19, 129, 130, 138, 140, 142-144
6つの保証　283, 298
迷走の旅　286

【や行】

4つのノー， 1つの「ない」　40, 42, 44, 
55, 127, 131, 140, 232, 233, 244, 245, 
262, 263, 277

予備選挙
　［総統候補の］　51, 52, 54, 55, 58, 102, 
103

　［立法委員候補の］　41, 48, 49, 51, 60
四大エスニックグループ　127, 144, 153

【ら行】

立法委員選挙／立法院選挙　8, 17, 19, 
20, 72, 83, 156, 201-204, 210-212, 214, 
217, 222, 224, 225, 228

　［1998年］　14, 88
　［2001年］　27, 36, 60, 69, 73, 130, 133, 
235, 238

　［2004年］　23, 28, 30, 34, 35, 41, 42, 58, 
71, 90, 105, 106, 130, 139, 141, 241, 
242, 245, 253, 283, 287

　［2008年］　4, 24, 27, 51, 71, 82, 90, 95, 
102, 104, 115, 130, 185

立法院（の）定数半減／立法委員（の）
定数半減／議員（の）定数半減　
17, 28, 30, 32, 34, 49, 51, 59, 60

両岸経済貿易論壇　254, 255
両岸人民関係条例　157, 307, 327
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総統
副総統
総統府 国史館

中央研究院

考選（試験任用）部
銓叙（任用考課）部
公務人員保障・
培訓（訓練）委員会
公務人員退休撫卹

（年金）基金管理委員会

審計（会計検査）部
各種委員会

大法官会議（憲法法廷）

（中央官庁）
内政部 外交部 国防部 財政部 教育部 法務部
経済部 交通部 僑務（華僑）委員会 蒙蔵（モンゴル・チベット）委員会
主計処 新聞局
人事行政局 中央銀行 衛生署 大陸委員会 経済建設委員会
環境保護署 労工委員会 農業委員会 体育委員会 海岸巡防署
国家科学委員会 公平交易委員会 青年輔導委員会
国軍退除役官兵（退役軍人）輔導委員会 研究発展考核（評価）委員会
原住民族委員会 客家委員会 原子能（原子力）委員会
文化建設委員会 消費者保護委員会 故宮博物院
公共工程委員会 中央選挙委員会 金融監督管理委員会
飛航（航空）安全委員会 国家通訊伝播（通信・放送）委員会
（地方政府）二重枠で囲まれたものが「地方自治団体」。

区公所

市議会
市政府 区公所

省政府
県政府 郷・鎮・市公所 村・里弁公処

省諮議會
（旧省議会） 県・市議会 郷・鎮・市民代表会

行政体系線（指揮命令系統） 政府組織関係線（比較的独立した組織関係）
形骸化された組織

国家安全会議

立法院

各種委員会

考試院 行政院 監察院 司法院

最高法院
高等法院

最高行政法院
高等行政法院
智慧（知的）財産法院
公務員懲戒委員会

地方法院等

直轄市政府

台湾の政府機構図（2008年末現在）

　（出所）　行政院研究発展考核委員会編『中華民国政府組織與工作　十四版』2007年，および各
政府機関ウェブサイトを参照して作成。
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台湾政治年表（1996年～2008年）

1996年

3月
初中旬 中国，ミサイル演習などを実施。アメリカ，空母 2隻を台湾海峡

に派遣。
23日 初の総統直接選挙，投票日。李登輝総統が再選される。
28日 アメリカ議会上院，台湾関係法修正案を可決。

5月 20日 総統就任式。李登輝総統，初の民選総統となる。連戦副総統，就
任。

6月 16日 民進党党代表大会，許信良・元同党主席を同主席に選出。

1997年

7月 18日 国民大会，台湾省を「凍結」（形骸化）する憲法改正を可決（第
4次改憲）。

9月 1日 蕭萬長内閣，発足。（ 8月21日に連戦内閣が総辞職。）

11月 29日 県市長選挙，投票日。民進党当選者が国民党のそれを初めて上回
る。

1998年

5月 28日 立法院，戒厳時期不当反乱審判事件補償条例を可決。

6月 25日 クリントン米大統領，「三不」（台湾独立， 2つの中国，台湾の国
家のみで構成される国際組織への加盟を支持しない）を表明。

10月 14日 辜振甫海峡交流基金理事長，訪中（～19日）。汪道涵海峡両岸関
係協会会長（14日），江沢民国家主席（18日）と会談。

12月

5日 直轄市長選挙，投票日。台北市では馬英九候補が陳水扁市長を，
高雄市では謝長廷候補が呉敦義市長を破る。

5日 立法委員選挙，投票日。国民党が勝利。台南市では，中国との統
一の是非をめぐる公民投票も同時に実施される。

20日 台湾省長および台湾議会，廃止される（1997年憲法改正による）。

1999年

5月 8日 民進党党代表大会，「台湾前途決議文」を採択。
7月 9日 李登輝総統，「特殊な国と国の関係」（二国論）発言。
9月 4日 国民大会，同代表の任期を延長する憲法改正を可決（第5次改憲）。
11月 16日 国民党，宋楚瑜・前台湾省長を除名。

2000年

3月

18日 総統選挙投票日。民進党の陳水扁，呂秀蓮ペアが当選。
24日 李登輝総統，国民党主席を辞任。連戦副総統が代理主席に就任。

24日 司法院大法官会議，憲法解釈により99年 9月の憲法改正を無効と
する。

31日 宋楚瑜，親民党を結成。

4月 24日 国民大会，国民大会を非常設化する憲法改正を可決。（第 6次改
憲）

5月 20日 陳水扁総統，呂秀蓮副総統が就任。陳水扁総統，「四不一没有」
を表明。唐飛内閣が発足。

30日 羅副全駐日代表が着任。
7月 22日 謝長廷高雄市長が民進党主席に就任。

10月 3日 唐飛行政院長，辞任。陳総統，張俊雄行政院副院長を後任に（ 4
日）。

27日 張俊雄行政院長，第 4原発の建設中止を発表。
11月 5日 陳水扁総統，第 4原発建設中止の撤回を表明。

2001年 8月 12日 台湾団結聯盟（台聯），結党大会を開催。黄主文主席を選出。（内
政部への届出は 7月31日）



　341

2001年

8月 24日 経済発展諮詢委員会議全体委員会議，開催（～26日）
9月 21日 国民党，李登輝・前総統を除名。
11月 7日 行政院，「積極開放，有効管理」を発表。

12月 1日 立法委員選挙，投票日。民進党が第一党に。ただし，台連との合
計でも過半数には届かず。

2002年

1月 1日 世界貿易機関へ加盟。
2月 1日 游錫堃内閣発足。
7月 21日 民進党党代表大会，陳水扁総統を党主席に選出。
8月 3日 陳水扁総統，「一辺一国」発言。

12月
7日 直轄市長選挙，実施。馬英九台北市長，謝長廷高雄市長が再選さ

れる。

14日 連戦国民党主席と宋楚瑜臣民党主席，2004年総統選挙での共闘に
合意。

2003年
1月 26日 初の中台チャーター便が運航開始。
4月 重症急性呼吸器症候群（SARS）が流行。
11月 27日 立法院，公民投票法を可決。

2004年

3月

19日 陳水扁総統，呂秀蓮副総統，台南市で銃撃を受ける。

20日
総統選挙，投票日。陳水扁，呂秀蓮ペアが僅差で勝利。
同時実施された公民投票 2件は投票率が半数に至らず，いずれも
不成立。

5月 20日 総統就任式。第二期陳水扁政権発足。
7月 5日 許世楷駐日代表が着任。

8月 23日 立法院，立法院の定数半減と選挙制度改革，国民大会廃止を盛り
込んだ憲法改正案を通過させる。

12月 11日 立法委員選挙，野党が勝利。陳水扁総統，民進党主席を辞任（14
日）。

2005年

1月
3日 辜振甫海峡交流基金会理事長，死去。

30日 民進党主席選挙，蘇貞昌総統府秘書長が選出される（就任は 2月
15日）。

2月 1日 謝長廷内閣発足。陳其邁政務委員が高雄市代理市長を兼任。游錫
堃・前行政院長は総統府秘書長に。

1日 監察院，正副院長および同委員が不在に。
3月 14日 中国人民代表大会，反国家分裂法を可決。

6月 7日 国民大会，2004年に立法院を通過した憲法改正案を可決（第 7次
改憲）。

7月 16日 国民党主席選挙で，馬英九台北市長が当選。

8月 21日 高雄MRT（地下鉄）工事現場でタイ人労働者による暴動発生。
後に陳哲男・元総統府副秘書長ら，陳水扁政権関係者の汚職発覚。

12月 3日 県市長選挙，投票日。民進党が敗北し，蘇貞昌同主席が引責辞任。

2006年 1月
1日 陳水扁総統，「積極管理，有効開放」政策を表明（ 3月22日に具

体策）。
15日 民進党主席選挙で，游錫堃・前総統不秘書長・元行政院長が当選。
25日 蘇貞昌内閣，発足。
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2006年

2月 27日 国家安全会議，国家統一委員会の運用と国家統一綱領の適用を停
止。

5月 25日 趙建銘（総統の娘婿），インサイダー株取引容疑で逮捕。

11月 3日 呉淑珍総統夫人および総統側近，国務機要費の流用容疑で起訴さ
れる。

12月 9日 直轄市長選挙で，郝龍斌候補が台北市長，陳菊候補が高雄市長に
当選。

2007年

2月 13日 馬英九国民党主席，台北市長特別費流用容疑で起訴され，辞任。

4月
7日 国民党主席選挙，呉伯雄が当選。

11日 陳水扁総統，台湾名義で世界保健機構へ加盟申請（25日，却下さ
れる）。

5月 21日 張俊雄内閣発足。
7月 19日 陳水扁総統，台湾名義で国連へ加盟申請（23日，却下される）。

9月
27日 游錫堃民進党主席，辞任。30日，民進党，正常国家決議文を採択。

27日 陳水扁総統，民進党主席に就任（2008年 1月の立法委員選挙後に
辞任）。

2008年

1月 12日 立法委員選挙，投票日。国民党が圧勝。同時実施の公民投票は不
成立。

3月 22日
総統選挙，投票日。馬英九総統候補，蕭萬長副総統候補が当選。
同時実施された国連加盟と復帰の是非を問う公民投票はいずれも
不成立

5月 18日 民進党主席選挙で，蔡英文が当選。
20日 総統就任式。馬英九政権発足。

6月 11日 江丙坤海峡交流基金会理事長，訪中。週末直行便，中国人の台湾
観光条件緩和に合意（12日）。胡錦涛中国国家主席と会談（13日）。

11月 3日
陳雲林海協会会長，来訪（～ 7日）。航空，海運，郵便，食品安
全の 4協議 （ 4日）および希少動物の交換に合意（ 5日）。馬総統
に面会（ 6日）。

11日 陳水扁総統，国務機要費流用や汚職などの容疑で逮捕される。

12月 31日 胡錦濤中国国家主席，「台湾同胞に告げる書」30周年記念会演説
のなかで胡 6点を提唱。

　（出所）　『アジア動向年報』各年版などを参照して作成。
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ポスト民主化期の台湾政治
―陳水扁政権の 8年―



「研究双書」シリーズ
（提示した価格は税込み価格です）

569
開発と農村 グローバリゼーションに巻き込まれる発展途

上国の農村社会が直面する課題を，日本の農
村社会開発の経験と照らし合わせつつ「生活」
の視点から再整理する。

農村開発論再考
水野正己・佐藤寛編 2008年　288p.　3570円

570
アジアにおけるリサイクル リサイクルに関する取組みが進んでいるアジ

ア地域において，リサイクル産業のフォーマ
ル化，再生資源貿易の拡大への対応が共通の
課題となっていることを明らかにする。小島道一編 2008年　382p.　4935円

571
アジア諸国の鉄鋼業 昨今変化の著しい鉄鋼業。アジア各国それぞ

れの現状と課題を発展過程をたどることによ
って読み解き，鉄鋼業の検討からアジアの産
業発展を再考する。

発展と変容
佐藤創編 2008年　351p.　4620円

572
韓国主要産業の競争力 通貨危機を克服した韓国はサムスン，LGな

ど世界的ブランドを輩出するに至っている。
中国に追撃され日本と激しく競合しつつも成
長を続ける韓国産業の実力を診断する。奥田聡・安倍誠編 2008年　255p.　3360円

573
戦争と平和の間 アフリカの紛争解決はどう進められてきたの

か。平和に向けた国際社会の関与はいかなる
成果と課題を残したのか。アフリカの紛争と
平和構築を考えるための必読書。

紛争勃発後のアフリカと国際社会
武内進一編 2008年　400p.　5355円

574
台湾の企業と産業 過去20年大きく変容した台湾経済を多面的に

分析。地場民間大企業など各種企業，新興製
造業の TFT-LCDと携帯電話端末，サービス
業では金融と航空貨物に注目した。佐藤幸人編 2008年　325p.　4305円

575
オーストラリアの対外経済政策とASEAN オーストラリアの対 ASEAN政策とその変化

を国内外の政治経済ダイナミクスを通して分
析し，東アジア統合への参画を模索する同国
の対外経済政策を浮き彫りにする。岡本次郎著 2008年　316p.　4200円

576
岐路に立つ IMF アジア通貨危機などの大規模な資本収支危機

の経験から，IMFは何を学び，また，学ば
なかったのか。IMFの改革に向けた課題，
地域金融協力との関係について探る。

改革の課題，地域金融協力との関係
国宗浩三編 2009年　248p.　3255円

577
アジア開発途上諸国の投票行動 アジア途上国で有権者は何を基準に政権選択

をしているのか。 5カ国の定量分析により，
政権の経済実績や社会の亀裂の重要性と，先
進国との違いを明らかにした。

亀裂と経済
間　寧編 2009年　332p.　4305円

578
地域の振興 地域興し運動では地元のイニシアチブが重要

であるが，同時に外部者の関わり具合が成否
の鍵となる。外部者が積極的に関わった各地
の運動で，その成果はどう現れたのか。

制度構築の多様性と課題
西川芳昭・吉田栄一編 2009年　260p.　3465円

579
変容するベトナムの経済主体 激変する経済・社会環境に戦略的に対応しな

がら生き残りや成長を模索するベトナムの経
済主体。その姿を描き出すことを通して，ベ
トナムの経済発展の現状を再評価する。坂田正三編 2009年　288p.　3780円

580
インド民主主義体制のゆくえ インド民主主義体制の現実を議会制度，労働

運動，後進階級，草の根自治，地域主義，辺
境の自治，ヒンドゥー民族主義，テロ問題，
農村の極左武装闘争等から多面的に分析。

挑戦と変容
近藤則夫編 2009年　410p.　5250円

581
現代アフリカ農村と公共圏 1980年代以降経済自由化や民主化によってサ

ブサハラ・アフリカの農村は大きく変容しつ
つある。詳細な現地調査に基づいて農村の社
会変容を公共圏の視点から読み解く。児玉由佳編 2009年　307p.　3990円




